大町市告示第６８号

大町市まちなか減災対策生け垣緑化促進補助金交付要綱

（趣旨）

第１　この要綱は、震災時におけるブロック塀等の転倒による被害の防止及び避難通路の確保による減災対策並びに緑化促進による良好な生活環境の形成を図るため、生け垣の新たな設置又は既存のブロック塀等を撤去し生け垣にする者に対し、予算の範囲内で補助金を交付することについて、市費補助金交付規則（平成８年規則第１６号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。
（定義）

第２　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
（１）生け垣　樹高がおおむね均一な樹木を用いて、相互に葉が触れ合う程度に列植するものをいう。
（２）既存のブロック塀等　ブロック塀、石積塀、コンクリート塀その他これらに類するものをいう。
　（補助対象）

第３　補助金の交付の対象となる者は、都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第５条第１項に規定する都市計画区域内に存在する土地の所有者又は使用者とする。ただし、国、県その他公共団体の土地は除く。
２　補助金の交付の対象となる生け垣の設置及びブロック塀等の撤去は、別表１の要件を満たすものとする。ただし、市長が適当であると認めたものについては、この限りではない。

３　補助金の交付は、一体として使用している土地について１回限りとし、市の他の制度に基づく補助金の交付を受けている場合は、補助金の交付対象としない。
（交付の条件）

第４　次の各号に掲げる事項は、補助金の交付の条件とする。
（１）補助金の額の確定した日から５年間は、生け垣を撤去してはならない。また、この期間内に樹が枯れた場合は直ちに補植しなければならない。

（２）生け垣を植栽した後は、枝等が隣接地へ影響を及ぼさないよう適正に維持管理しなければならない。
（対象経費及び補助率）

第５　補助金の交付の対象となる経費及び補助率は、次のとおりとする。
（１）生け垣設置に要した経費の２分の１以内の額。ただし、５０，０００円を限度とする。

（２）前号に規定する額のほか既存のブロック塀等の撤去に要した経費の２分の１以
内の額。ただし、１５０，０００円を限度とする。
　２　前項で得られた補助金の額に千円未満の端数があるときは、これを切り捨てる。

（交付の申請）

第６　補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、まちなか減災対策生け垣緑化促進事業補助金交付申請書（様式第１号）に、規則第２条第１項第２号に規定する書類及び次の各号に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。
(１) 生け垣設置箇所の位置図

(２) 生け垣設置の計画図

(３) 生け垣設置に要する材料費又は工事費の見積書の写し

(４) 生け垣設置箇所の写真

(５) その他市長が必要と認める書類

（交付の決定）

第７　市長は、規則第３条第１項の規定により補助金の交付の決定をしたときは、まちなか減災対策生け垣緑化促進事業補助金交付決定通知書（様式第２号）により
申請者に通知するものとする。
（事業の内容の変更）

第８　補助金の交付の決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、次の各号のいずれかに該当するときは、まちなか減災対策生け垣緑化促進事業変更承認申請書（様式第３号）に、当該変更に係る書類を添えて市長に提出しなければならない。

（１）事業の内容を変更しようとするとき。

（２）事業が予定の期間内に完了しないとき。

２　市長は、前項の規定による申請があった場合は、その内容を審査し、適当と認めたときは、まちなか減災対策生け垣緑化促進事業変更承認通知書（様式第４号）により補助事業者に通知するものとする。

（補助事業の中止又は廃止）

第９　補助事業者は、補助事業を中止し、又は廃止しようとするときは、まちなか減
災対策生け垣緑化促進事業中止（廃止）届（様式第５号）を市長に提出しなければ
ならない。

（実績報告）

第１０　補助事業者は、補助事業が完了したときは、まちなか減災対策生け垣緑化促進事業実績報告書（様式第６号）に、規則第１１条に規定する収支決算書及び次の各号に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。
(１) 施工に要した領収書の写し

(２) 工事箇所の施工前、施工後の写真

(３) その他市長が必要と認める書類

（補助金の額の確定）

第１１　市長は、規則第１２条の規定により補助金の額を確定したときは、まちなか減災対策生け垣緑化促進事業補助金確定通知書（様式第７号）により補助事業者に通知するものとする。
（補助金の請求）

第１２　補助事業者は、第１１の規定による通知を受けた日から起算して１０日を経過する日までに、まちなか減災対策生け垣緑化促進事業補助金請求書（様式第８号）を市長に提出しなければならない。

（決定の取消し）

第１３　市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。

（１）偽りその他不正な手段により補助金の交付を受けたとき。

（２）補助金の交付の決定の内容、これに付した条件その他法令又はこの要綱に違反したとき。
（３）その他市長が補助金の交付決定を取り消すべき事由があるとき。
（補助金の返還）

第１４　市長は、第１３の規定により補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消した場合において、既に補助金が交付されているときは、当該補助金に相当する金額の全部又は一部の返還を求めるものとする。

　（委任）

第１５　この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。

附　則

この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。
別表（第３関係）
	交付の要件

	(１) 樹木が健全であり、新たに設置するもの。

(２) 生け垣設置箇所は、対象となる土地の全ての周囲について対象とする。

(３) 道路幅員が４メートル未満の公の道路に面した箇所では、道路中心から２
メートル以上後退し設置すること。

(４) 生け垣樹木の高さは概ね０．８メートル以上で、設置の総延長は３メート
　ル以上であること。

(５) 隣接者との境界沿いに縁石や擁壁等の構造物を設置する場合は、構造物の
　高さを０．４メートル以下とすること。ただし、これを設置する場合は、補
　助金の対象経費としない。
(６) 生け垣を設置する箇所に存在するブロック塀等の撤去をする場合は、補助の
　対象となる生け垣の設置延長を限度とする。


